
 
 

 

 

大字名義土地の権利整理と用地取得について 
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 当所施行の道路事業に必要な土地において，登記事項証明書を調査した結果，「大字○○」

名義の土地が確認された．大字名義の土地は権利主体が不明確であり，契約相手方の特定や権

利関係の整理が必要となるため，用地取得に多くの調整を要する．本件では，地元合意のもと

自治体を介した権利整理を行うことで用地取得を実現した．本稿では，大字名義土地の歴史的

背景を踏まえ，処理方針の検討経緯，関係者との調整及び処理結果について報告する． 
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1.  はじめに 

 用地取得においては，当該土地の所有者と売買契約を

締結するため，所有者の住所・氏名などが記載されてい

る登記事項証明書の確認は最初に行う基本的かつ重要な

作業であり，適正な土地取得及び将来の権利関係トラブ

ル防止のための基礎となるものである．登記事項証明書

は，所有者の住所・氏名の他，不動産の所在，面積など

の物理的情報とともに，担保権などの権利関係を公示す

る公的資料であり，用地取得の出発点として位置づけら

れる． 
登記事項証明書の構成は，大きく①表題部，②権利部

（甲区），③権利部（乙区）の三つに分かれる．①表題

部には，所在，地番，地目，地積といった不動産の客観

的情報が記載され，対象物の特定に用いられる．②権利

部甲区には所有権に関する事項が記載され，所有者の氏

名・住所や取得原因が明らかになる．③乙区には抵当権

や地役権などの所有権以外の権利が記録され，不動産に

設定されている権利関係や利用上の制限等の内容が把握

できる（図-1参照）． 
しかしながら，登記事項証明書はあくまで「登記され

た情報」を示すものであり，必ずしも現実の権利関係と

一致するものではない1)．例えば相続未登記の場合には，

登記名義人と実際の所有者が異なることがある．したが

って，登記事項証明書は権利関係把握の出発点として重

要であるものの，実務においては戸籍調査，関係者への

聞き取り及び現地確認等を含めた総合的な判断が不可欠

である． 
このたび，当所施行の道路事業に必要な土地の登記事

項証明書を調査したところ，表題部に「大字Ａ」と記載

されているのみで，所有権に関する権利部の記載がない

土地が確認された（以下「本件」という）（図-2参照）． 

 
図-1 通常の登記事項証明書（全部事項証明書） 

 
図-2 本事例の登記事項証明書（全部事項証明書） 
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2.  大字名義の土地の歴史的背景について 

 大字名義の土地は，登記名義人が「大字○○」など

の地名として記載される特殊な不動産であり，その成立

と存続は，近代土地制度の形成と戦後期の改革の影響を

受けているとされる2)． 

まず，大字名義の土地の起源は，明治期の地租改正に

ある．地租改正により土地の私的所有が原則とされたが，

山林や水路等の入会地については，従来どおり集落など

の村落共同体による利用が続けられた．しかし当時の法

制度では，村落共同体は法人格を持たず独立した権利主

体とは認められていなかったため，これらの土地は便宜

的に「大字○○」名義等の形態により登記・登録された
3)． 

それが戦後になり，日本の民主化政策の一環として，

「昭和20年勅令第542号ポツダム宣言受諾に伴い発する

命令に関する件に基づく町内会部落会又はその連合会等

に関する解散，就職禁止その他の行為の制限に関する政

令」（昭和22年政令第15号．ポツダム政令という）（以

下「ポツダム政令」という）により，旧来の村落共同体

的な財産関係の見直しが図られた（図-3参照）．これに

関連して村落共同体が有する財産についても整理が進め

られたが，これらの措置は必ずしも登記制度の全面的な

見直しを伴うものではなかったため，大字名義のまま残

存する土地が多数生じた1)． 

 

図-3 ポツダム政令（昭和22年政令第15号） 

 
このような歴史的経緯から，本事例の土地についても，

地租改正以降，未整理のまま現在に至っていたものと考

えられる． 

3.  大字名義の土地の処理にあたり 

(1)土地利用形態の類型 

大字名義の土地の処理を検討するにあたっては，法

令上，その取扱いに関する明確な基準が定められている

わけではない．しかし，用地取得実務や自治体における

大字名義土地の処理事例を参考とすると,「利用実態と

の整合」「公共性の有無」「管理主体の明確化」の観点

から現況を把握することが重要であると考えられる． 

そこで本稿では，大字名義の土地の利用実態を次の

三つの類型に整理して処理方針を考察する.  

第一に，不特定多数が利用する公共的な土地である．

生活道路や水路などが該当する． 

第二に，地域住民に限定された共同利用型の土地で

ある．集会所敷地や入会山林などが該当する． 

第三に，特定の者による個別利用型の土地である．

例えば，宅地の一部として利用されている土地や，特定

の個人が継続して占有している土地などが該当する． 

以上のように，大字名義の土地の処理にあたっては，

まず利用実態を把握したうえで，公共性や管理主体を踏

まえながら，適切な権利整理の方法を検討することが重

要である． 

 

(2)処理方法の検討 

 第一の公共利用型の土地については, 自治体へ移転し

公有化することでその後の維持管理責任が明確化され，

将来的な安全管理が確実に担保されることになる． 

 第二の共同利用型の土地については，地方自治法第

260条の2に基づく認可地縁団体制度がある（図-4参照）．

同制度は平成3年の地方自治法改正により創設されたも

のであり，自治会や町内会など一定の地縁に基づいて形

成された団体が市町村長の認可を受けることで，団体名

義による不動産登記を可能とする制度である．同制度は，

村落共同体に法人格を付与し，不動産を団体名義で所有

することを可能とした制度である4)．一方，地域の実情

によっては認可地縁団体制度の活用が困難な場合もあり，

ポツダム政令に基づく権利整理の要件を満たす場合には，

一旦自治体名義に整理したうえで，最終的な権利者へ移

転する方法も採られた事例もみられる． 

第三の個別利用型の土地については, この場合には，

当該利用者へ所有権を帰属させることが合理的である．

具体的には，時効取得や合意に基づく所有権移転などに

より，現況と権利関係を一致させることが望ましい． 

さらに，一筆の土地に複数の利用形態が混在する場

合には，分筆によってそれぞれの用途に応じた処理を行

うことが有効である． 

 

図-4 平成3年地方自治法改正時の地方自治法260条の2 



 

 

4.  大字Ａの土地の現況について 

大字Ａの土地の現況を確認したところ，不特定多数

が利用する道路や水路等の公共施設ではなく，また特定

の個人が排他的に利用している状況も認められなかった． 

当該土地は現況として空地の状態となっており，地

元区長への聞き取りによれば，現在は特定の用途には供

されていないものの，地域住民が年に数回の除草作業を

共同で実施するなど，継続的に維持管理が行われている

とのことであった． 

このことから，本件は地域共同利用型の土地に近い

ものと考えられる（参考図-5・写真-1）． 

 

 
 

図-5 本事例の公図 

 

写真-1 本事例の現況 

 

5.  大字Ａの土地の処理方針について 

そこで，処理方針の検討にあたっては，まず本件土

地の利用実態及び管理状況を踏まえ，適切な権利主体の

整理方法について検討を行った． 

本件土地は，地域住民により維持管理されてきた経

緯を有するものの，集会所敷地や共有林のような明確な

共同利用財産ではなく，現況は空地であり特定の利用目

的も認められなかった．このため，本件は共同利用型の

土地としての側面を有しつつも，利用実態としては個別

利用型の土地に近い性格を有するものと考えられた．こ

のような状況を踏まえ，まず認可地縁団体制度の活用可

能性について，地元集落及び自治体を交えて検討を行っ

た．認可地縁団体制度は，大字名義土地の権利主体を明

確化するための有効な制度であることから，本件につい

ても選択肢の一つとして整理を進めた． 

その後，自治体との協議及び過去の処理事例の確認

を行ったところ，大字名義土地についてポツダム政令に

基づく整理が行われた事例が存在することが確認された．

また，本件についても利用実態，管理経緯及び地元関係

者の合意状況等を踏まえた結果，当該手法による整理が

可能であるとの見解が示された（図-6参照）． 

 

     【大字名義の土地の確認】 

              ↓ 

     【現況調査】 

      利用実態・管理状況の確認 

              ↓ 

     【地元協議】 

      集落・関係者との協議 

              ↓ 

     【処理方針の検討】 

              ↓ 

         ┌──────────┐ 

         │認可地縁団体化可能か│  

         └────―――───┘ 

           （Yes）  │――――――-― （No） 

                   ↓       ↓ 

   ┌────────┐     

   │ 認可地縁団体へ │   自治体名義への整理検討 

│ 所有権移転     │       ↓ 

   └────────┘     地元集落総会等による合意形成 

                                   ↓ 

                               自治体名義へ整理                          

図-6 大字名義土地の処理方針検討フロー 

 

さらに，管轄法務局等との協議を重ねながら処理方

法を整理した結果，本件はポツダム政令に基づく権利整

理の対象として取り扱うことが可能と判断された．この

ため，本件については自治体協力のもと，一旦自治体名



 

 

義として整理したうえで事業用地として取得する方針を

採用した． 

以上により，本件については，ポツダム政令に基づ

く権利整理を行ったうえで，用地取得を進めることとし

た． 

6. 地元集落との調整について 

大字Ａの土地の処理にあたっては，関係者間の十分な

調整と合意形成が不可欠であった．そのため，地元住民，

自治体との間で，段階的かつ継続的な協議を実施した． 

まず，地元住民との調整においては，当該土地が従来よ

り集落共有の財産として取り扱われてきた経緯を踏ま

え，集落を中心とした説明および協議を行った．具体的

には，大字名義の土地の法的問題点や，現状のままでは

用地取得が進まない状況について説明するとともに，自

治体名義に整理した上で事業に供する必要性を丁寧に説

明した．その上で，土地の帰属および処理方針について

集落総会等での議決を経て，集落としての総意が形成さ

れた．また，自治体及び国との協議窓口を明確にするた

め代表者を選任し，同意書を取りまとめることで，本件

処理に対する集落の総意を確認した（図-7参照）． 

 

 

 

図-7 自治会同意書 

 

次に，自治体との調整においては，先行事例を踏まえ，

本件の位置づけ及び処理方法を整理した．管轄法務局を

交えて自治体が所有権を取得することの妥当性や，受け

入れ後の管理区分，さらに国への売却手続に至るまでの

流れについて，十分な協議を実施した．また，登記手続

に必要となる書類構成や同意の範囲についても，実務上

支障が生じないよう事前に整理を行った． 

具体的には，①国と自治体で土地売買契約を締結，②

国が取得する範囲を分筆登記，③国が取得する範囲を自

治体名義で保存登記，④国が取得する範囲を自治体名義

から国名義に所有権移転登記という流れとなる（図-8参

照）． 

これら一連の調整を通じて，関係者間の認識の共有と

信頼関係の構築が図られたことが，本件の処理を円滑に

進める上で大きな要因となった．特に，大字名義土地の

ような歴史的背景を有する土地の処理においては，形式

的な法的手法のみならず，地域の理解と合意を基礎とし

た実務的対応が不可欠であることが改めて確認できた． 

 

図-8 大字Aの権利整理及び登記手続の流れ 

7. 自治体を介した権利整理と用地取得 

本件については，６章で述べた手続により，対象地の

権利整理及び国への所有権移転登記を完了した．これに

より，大字名義のままでは実施することが困難であった

土地売買契約及び登記手続を適切に行うことが可能とな

った（図-9参照）．本件の特徴は，大字名義の土地につ

いて，利用実態や管理経緯を踏まえた検討を行った結

果，ポツダム政令に基づく権利整理を実施し，一旦自治

体名義として整理したうえで国へ所有権を移転するとい

う手法を採用した点にある．この手法により，権利主体

が明確でない大字名義土地であっても，登記簿上の権利

関係を整理したうえで，一般的な用地取得手続により取

得することが可能となった． 

また，本件では地元集落，自治体及び関係機関との協

議を重ねながら処理方針を整理したことにより，権利整

理から登記手続に至るまでを円滑に進めることができ

た．特に，大字名義土地のように歴史的な経緯を有し，

権利主体の整理が課題となる土地については，関係者間

で処理方針を共有しながら進めることが重要であり，本

件においてもそのことが円滑な事業実施につながった． 

以上のように，本件では自治体の協力のもと権利整理

令和７年度 道河原自治会臨時総会（書面議決）議事録（抄本） 

 

１ 臨時総会（書面議決）の日時及び場所 ※書面表決の集計を行った日時及び場所 

令和７年１２月１１日（木）１８時３０分開会 

場所 道河原公民館（新潟市西区道河原７２） 

 

２ 会員総数及び会議構成員 

会員総数       １４名 

役員         ４名 

書面表決者     １０名 

 

３ 臨時総会に付した議案 

  大字道河原有財産の処分について 

賛成 １４人 反対 ０人 可決 

（１）処分すべき財産の表示 

所 在 新潟市西区道河原字土手外９１９番の一部 

地 目 雑種地 

地 積 １３㎡ 

（２）処分すべき相手方の住所氏名 

新潟市中央区南笹口２丁目１番６５号 

北陸地方整備局新潟国道事務所長 大谷 江二 

（３）処分の態様 

有償 

（４）契約の内容 

   売買 

 

４ 臨時総会の審議概要 

 上記の臨時総会に付した議案について、過半数の賛成をもって可決した。 

 

上記は、令和７年１２月１１日開催の臨時総会（書面議決）議事録（抄本）であること

を証明する。 

 

令和７年１２月２１日       議    長 

 

議事録署名人 

 

議事録署名人 

 

議事録署名人 



 

 

を行うことで，大字名義土地が抱える権利関係上の課題

を解消し，道路事業に必要な用地取得を実現することが

できた． 

 
図-9 所有権移転登記後の登記事項証明書（全部事項証

明書） 

8. 考察およびまとめ 

本稿では，道路事業での用地取得において，大字名義

の土地の処理についての事例を紹介した． 

大字名義の土地の処理にあたっては，通常の用地取得

とは異なり，歴史的背景に起因する権利関係の不明確性

を内包していたため，実務上多くの困難を伴った． 

特に苦労した点として第一に挙げられるのは，権利主

体の不在に起因する合意形成の難しさである．大字名義

の土地は法的な所有者が存在しないため，形式的に全員

の同意を取得することが不可能であり，どの範囲をもっ

て「関係者」とみなすかの判断に慎重を要した．そのた

め，自治会を中心とした地元組織を基盤とし，総会議決

や代表者の意思表示により合理的な合意形成を図る必要

があった． 

第二に，地元住民の理解を得る過程である．当該土地

は長年にわたり村落共同体財産として認識されてきたた

め，権利整理や事業用地としての取得に対して心理的な

抵抗感が生じる可能性があった．このため，処理の必要

性や手続の内容について丁寧に説明を重ね，地域住民の

納得を得ることに相当の時間と労力を要した．また，集

落総会等を通じて関係者の意思確認を行い，処理方針に

対する理解と協力を得ることが重要な調整事項となった． 

第三に，手続面として，登記処理の整理が挙げられる．

本件について，認可地縁団体制度の活用可能性も含めて

検討を行ったが，最終的にはポツダム政令に基づく権利

整理が可能であることが確認されたため，自治体を介し

た手法を採用することとなった．このため，大字名義か

ら直接国へ移転するのではなく，一旦自治体名義として

整理したうえで国へ移転するという段階的な登記手続を 

 

 

行う必要があった． 

一方で，本件が円滑に実施できた要因として，次の三 

点が挙げられる． 

第一に，地元自治体において類似の大字名義土地を処

理した実績があったことである．これにより，大字名義

土地を整理するための手続や必要書類について事前に整

理することができ，関係者間で処理方法を共有しながら

協議を進めることが可能となった． 

第二に，地元集落との協議を重ねたことである．特に,

集落総会で処理方針を説明し，代表者を選任したうえで

同意書を取りまとめたことにより，集落としての意思を

明確にすることができた．このことが，その後の自治体

との協議や登記手続を円滑に進める上で大きな役割を果

たした． 

第三に，自治体を介在させる方法を採用したことであ

る．これにより，大字名義土地という権利主体が不明確

な土地であっても，通常の土地売買契約及び所有権移転

登記の手続により国が用地を取得することが可能となっ

た． 

以上のように，本件は，大字名義の土地という複雑な

土地を対象としながらも，「地元合意」「自治体の関与」

「適切な権利整理手法の選択」を組み合わせることで，

実務的に適切な解決を図った事例であり，今後同様な案

件においても有用な指針となるものである． 

一方で，本件の処理は，地元自治体において過去の処

理実績があったことが大きな前提となっており，同様の

対応が全国一律に可能であるとは限らない．また，大字

名義の土地が残存している地域では，地元組織の弱体化

や高齢化により，今後さらに合意形成が困難となること

が予想される． 

近年は所有者不明土地対策に関する法整備が進められ

ているものの，大字名義土地の処理については依然とし

て個別対応に依存する部分が大きい．そのため，認可地

縁団体制度や所有者不明土地制度との連携を図りながら，

より統一的かつ実務的な処理手法を整備していくことが

今後の課題である． 
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